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12条点検業務委託（本部外４署所）仕様書 

 

１ 業務名  

  12条点検業務委託（本部外４署所）  

 

２ 履行場所 

(1) 消防本部  門真市殿島町７番１号 

(2) 守口本署  守口市京阪本通２丁目 13番９号 

(3) 東部出張所 守口市金田町１丁目 37番 19号 

 (4) 門真本署  門真市殿島町７番１号  

(5) 南部出張所 門真市千石西町 10番 16号 

  ※建築物等にあっては門真本署のみ（全面打診等の点検を含む）とし、設備にあっては

全ての庁舎が対象 

 

３ 履行期間 

契約締結日から令和７年 12月 26日まで 

※門真本署（建築物等）のみ契約締結日から令和７年９月 30日まで 

 

４ 業務の概要 

建築基準法第 12 条第 2 項及び第 4 項に基づき、損傷、腐食その他の劣化の状況を点検

し、報告書(定期調査報告書の様式を流用のこと)を作成する。また、「外壁仕上げ材等」

の調査項目に係る「タイル、石貼り等（乾式工法によるものを除く。）モルタル等外壁

（以下「タイル仕上げ等の外壁」という。）」について、落下により歩行者等に危害を加え

るおそれのある部分の全面的な打診等（以下「全面打診等」という。）を行い、劣化及び

損傷の状況を確認する。なお、調査については、航空法等の関連法令に基づき、外壁調査

においてドローンの安全な飛行が可能となる技術の利用及び安全管理の対策を行った上で、

外観目視法及び「全面的な赤外線装置法と部分打診法の併用」を可とする。 

 

５ 業務の対象施設 

別紙のとおり 

 

６ 点検者の資格 

本業務において、点検及び点検表の記入は、建築基準法第 12条第 2項及び第 4項に規定
する定期点検有資格者のうち、一級建築士もしくは二級建築士、建築基準適合判定資格者、
法定講習の修了者で国土交通大臣から資格証の交付を受けた者(特定建築物調査員、建築設

備検査員)によること。 

また、業務の一部を再委託する場合、再委託先に上記資格者が在籍していること。 

 

７ 一般事項 

(1) 災害防止 
施設関係者、利用者及び構造物、備品等に傷害・損傷等を与えないよう十分注意し、

必要に応じて適切な対策(作業員の適切な配置等)を行った上、点検を実施すること万

一、傷害・損傷等を与えた場合は、施設管理者に報告の上速やかに処理し、その責任は

全て受注者が負担すること。 

また、受注者は、誤報・誤作動等の事態が発生した場合には、迅速に適切な処置をとる

こと。 

点検に際し、シャッターやオペレーター窓等の操作、作動を要するものは、点検内容

手順等を施設管理者と打合せの上、事故防止に十分注意すること。点検終了後は操作し 
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たシャッターやオペレーター窓を点検実施前の状態に戻し、機能が十分発揮できるよう

にするとともに施設管理者の確認を受けること。 

(2) 疑義 

疑義が生じた場合には、全て施設管理者と協議し、軽微なものについても、施設管理

者の指示に従い施行すること。 

(3) 官公署その他の手続き 

点検にあたっては、法令を遵守すること。業務の施行に必要な官公署その他の手続き

は、受注者が遅滞なく行う。諸手続きに要する費用の一切は、受注者負担とすること。 

(4) 現場作業員 

会社名、氏名を記載した名札を作成し常に明示すること。 

(5) 点検・判定 

受注者は、施設の規模に応じた人数で連携して行うこと。特に安全上重要な項目の判

定は、詳細を確認の上慎重に決定すること。 

(6) 現場内の整頓 

受注者は、点検中現場内を常に整頓し、他に支障を与えないようにすること。 

(7) 作業時間 

原則として、平日の午前 9時 00分から午後 5時 00分までとすること。 

現地での点検は施設管理者の立会い協力が必要であるため、原則、施設管理者の通常

勤務時間に行うこととし、実施日程については、施設管理者と事前に十分な調整を行う

こと。ただし、点検内容によっては、上記以外の点検日時となる場合があることをあら

かじめ承諾すること。また、同様の点検や作業等がある場合には、日程を合わせるなど、

施設運営への影響を最小限に留めるよう努めること。(非常用照明の点検日は受変電設

備点検などの全館停電時に合わせたり、排煙設備の点検日は施設運営に極力支障のない

日に合わせるなど。) 

(8) アスベストの飛散防止 

アスベストを含む材料等を使用している箇所の点検にあたっては、破損及び飛散等が

ないように注意すること。 

(9) 再委託承諾願の提出 

受注者は、業務の一部を第三者に委任する場合、契約締結前に再委託承諾願を施設

管理者に提出し、承諾を得ること。ただし、受注者は再委託した点検内容を総括する

こと。 

  (10)情報漏洩の禁止 

   受注者（業務責任者及び業務担当者含む）は業務に関連して知り得た知識・情報及び

その他の権利（法的権利含む）又は個人の情報等について、他に漏洩してはならない。 

 (11)その他 

   本業務委託仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は施設管理者と協議す

ること。 

 

８ 成果品 

(1) 定期調査報告書は施設毎に 1冊のファイル綴(２部)とすること。 

(2) 成果品ファイルは建築物、建築設備、棟ごとにインデックスを付して整理すること。 

(3) 報告書一式の電子データを提出すること。(DVD-R等で１部) 

※図面については、PDF及び拡張子が「dwg」又は「dxf」のファイルとし、互換性の 

確認をすること。 

(4) 施設管理者へ内容説明を実施した報告書。 

(5) その他必要がある場合については、適宜報告書を作成すること。 

 

 



3 

 

９ その他 

(1) 受注者は、契約締結後速やかに、下記に示す契約関係提出書類を施設管理者に提出す

ること。 

ア 業務着手届(1部) 

イ 管理（主任）技術者等届(1部) 

ウ 管理技術者等経歴書(資格の免許の写しを添付) (1部) 

エ 工程表(1部) 

契約締結後７日以内に仕様書等に基づいて、工程表を作成し、施設管理者に提出す 

ること。 

オ 点検者届(資格の免許の写しを添付) (1部) 

(2) 受注者は、点検終了後速やかに「安全面で緊急対応が必要な箇所の報告書」を作成し、

施設管理者に提出の上、内容の説明を行うこと。 

(3) 貸与資料(参考資料) 

建築物データ(CADデータ含む)及び本組合所有の既設図面データ等(既設図面は存在す

るが全てではない。) 

 

10 参考図書 

(1) 特定建築物定期調査業務基準(2021年改訂版) 

(一財)日本建築防災協会編集・発行 

(2) 建築設備定期検査業務基準書 2023年版(追補版含む) 

(一財)日本建築設備・昇降機センター編集・発行 

(3) 防火設備定期検査業務基準書(2020年改正版) 

(一財)日本建築防災協会編集・発行 

(4) タイル外壁及びモルタル塗り外壁定期的診断マニュアル(改訂第４版) 

(公社)ロングライフビル推進協会(BELCA)発行 

(5) 国の機関の建築物の点検・確認ガイドライン令和５年版 

(一財)建築保全センター編集・発行 

(6) 建築物点検マニュアル・同解説 

(一財)建築保全センター発行 

(7) 建築保全業務共通仕様書及び同解説(令和５年版) 

(一財)建築保全センター発行 

 

11 建築物等の定期点検について 

(1) 点検項目は「建築物の定期調査報告における調査の項目、方法及び結果の判定基準並

びに調査結果表を定める件」平成 20 年 3 月 10 日国土交通省告示第 282 号(以下、「告示

第 282号」という。)に記載の全ての項目とすること。 

(2) ヒアリング調査 

現地で施設管理者へのヒアリングを実施し、不具合状況を把握し整理する。また、解

消予定がある場合は、その時期についても記載すること。 
(3) 定期点検は、目視、打診、触診及び動作確認等により行うこと。原則として、足場の

架設等の特別な準備は行わないこと。高い天井面、急傾斜の屋根面等の通常の手段で接
近できない箇所は、双眼鏡等により可能な範囲で点検すること。また、室内に設置され

た重量機械器具、収納された重量物品等の移動が困難な場合には、そのままの状態で点

検すること。 

(4) 定期点検において、要是正箇所並びに特記すべき事項があると判断するものについて

は、平面図に記入の上、写真を撮影し、定められた様式に整理すること。 

(5) 定期点検の実施にあたっては、特に以下の点に留意して行うこと。 

ア 増改築、用途変更等及び工作物の増設等の履歴と、これらがあった場合は、建築物

全体としての安全性 
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イ 劣化・損傷により安全に関わる事項や、防火・避難及び構造安全に関する事項 

ウ 各敷地内の附属建築物の点検(駐輪場の屋根の不燃材料等の確認)を行うこと。 
(6) 告示第 282号別表「(ろ)調査方法」欄において、他の点検の記録により確認すること
で足りるとされている項目については、他の点検の実施状況を確認し、その結果を点検

結果表に記載し、当該点検記録の写しを添付すること。 

(7) 吹付け石綿及び含有する石綿 0. 1%以上(重量比)の吹付け材については、劣化や飛散

防止措置の実施及び劣化の状況のみとすること。 

(8) 告示第 282 号別表「(ろ)調査方法」欄において、設計図書等により確認するとされて

いる項目について、設計図書等がない場合には、目視・測定等により判断し得る範囲で

の確認及び点検を行うこと。 

(9) 次に示す部分等で現地調査が困難なものにあっては、現地調査を省略できる。ただし、

当該部分の状況から判断して不良の状況にあると認められる場合は、点検結果表(建築

物)特記事項欄に「点検の実施を検討すること。」と記録すること。なお、地中埋設部分

(基礎杭など)、鉄筋コンクリート造における構造体の内部の状況等については、外部か

ら見て異状をみとめない限り適正な状態にあるとみなすこと。 

ア 被覆材で覆われている梁、柱などの構造部 

イ 地中、壁又はコンクリート等の中に埋設等されているもの 

ウ 点検口のない天井裏又は容易に出入りできる点検口のない床下にあるもの 

 エ 点検にあたり危険が想定される点検箇所又は点検内容 

(ア) 足元が腐食している箇所、酸欠の恐れがある地下部分、特殊な危険物の貯蔵箇所、

通電されていて点検することが危険な箇所等 

(イ) 運転を停止することが極めて困難な機器等で、運転を停止しなければ点検できな

いもの、あるいは、その付近にあるもので、点検することが危険なもの 

オ その他物理的理由又は安全上の理由などから点検を行うことが困難な場所にあるもの 

(10)その他、定期点検を行うにあたっての留意事項は以下のとおりとすること。 

ア 定期点検対象施設に該当する部位等がない項目については適用しないこと。 

イ 告示第 282 号の項目以外で不具合等が発見された場合は、その状況及び点検の必要

性を記録し、簡易に点検できるものは同時に点検・調査等を行うこと。 

(11)不具合については、必要に応じて施設管理者に対し改善案に関するアドバイスを行う

こと。 

 

12 建築設備及び防火設備の定期点検について 

(1) 点検項目 

「建築設備(昇降機を除く。)の定期検査報告における検査及び定期点検における点検

の項目、事項、方法及び結果の判定基準並びに検査結果表を定める件」平成 20 年３月

10 日国土交通省告示第 285 号 (以下、「告示第 285 号」という。)及び、「防火設備の定

期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事項、方法及び結果の判定

基準並びに検査結果表を定める件」平成 28年５月２日国土交通省告示第 723号 (以下、

「告示第 723号」という。)に記載の全ての項目とする。 

(2) ヒアリング調査 

現地で施設管理者へのヒアリングを実施し、不具合状況を把握し整理する。また、解

消予定がある場合は、その時期についても記載すること。 

(3) 定期点検は、目視、打診、触診及び動作確認等により行うこと。点検基準等について

は、「建築設備定期検査業務基準書(一財)及び「防火設備定期検査業務基準書（一財）」

に準拠すること。なお、照度測定については、避難上重要な箇所(出入口、通路等の避

難経路)を測定すること。 

(4) 定期点検において、要是正箇所並びに特記すべき事項があると判断するものについて

は、平面図に記入の上、写真を撮影し、定められた様式に整理すること。 

(5) 定期点検の実施にあたっては、特に以下の点に留意して行うこと。 
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ア 増改築、用途変更等及び工作物の増設、設備機器の改修等の履歴と、これらがあっ

た場合は、建築物全体としての安全性 

イ 劣化・損傷により安全に関わる事項や、防火・避難及び構造安全に関する事項 

(6) 告示第 285号別表において、「(は)検査方法」欄に記載の検査方法にかかわらず、他

の検査等の記録により確認することで足りるとされている項目については、他の検査等

の実施状況を確認し、その結果を点検結果表に記載し、当該記録の写しを添付するこ

と。告示第 723号別表においても同様とすること。 

(7) その他、点検にあたっての留意事項は以下のとおりとすること。 

ア 定期点検対象施設に該当する部位等がない項目については適用しないこと。 

イ 告示第 285号及び告示第 723号の項目以外で不具合等が発見された場合は、その状

況及び点検の必要性を記録し、簡易に点検できるものは同時に点検・調査等を行うこ

と。 

(8) 風量測定は実施一覧表を作成し、点検を行うこと。 

(9) 不具合については、必要に応じて施設管理者に対し改善案に関するアドバイスを行う

こと。 

 

13 点検結果表の作成方法 

(1) 建築物 

点検結果については、告示第 282 号別表「(は)判定基準」により判定を行い、点検結

果表(建築物)の調査結果欄に記入すること。 

(2) 建築設備 

点検結果については、告示第 285 号別表第 1 から別表第 4 の各「(に)判定基準」によ

り判定を行い、点検結果表(建築設備)の調査結果欄に記入すること。 

(3) 防火設備 

点検結果については、告示第 723 号別表第 1 から別表第 4 の各「(に)判定基準」によ

り判定を行い、点検結果表(防火設備)の調査結果欄に記入すること。 

(4) 至急対応が必要な項目 

要是正項目のうち、至急に補修・改善等が必要と判断するものについては、点検結果

表に「至急対応が必要」の文言を記入し、是正項目欄を赤色で着色すること。 

 

14 図面の作成方法 

(1) 既存図面を基に、施設の現地調査を行い、変更箇所がある場合は、部分修正・加筆の

修正を行うこと。 

(2) 点検結果図がない場合には、貸与資料の既存図面を基に点検結果図のもととなる平面

図等を作成すること。また、設備図については、設備ごとの設備配置図を作成し、設備

数量を記載すること。 

(3) 法適用図 

点検の対象となる建築基準法上の必要な防火区画、防火戸、延焼の恐れのある部分、

避難階段及びその他について、設計図書等から想定の上、平面図に記載する。また、現

地確認の結果により、必要に応じて修正すること。 

(4) 点検結果図 

要是正又は特記すべき事項がある場合には、点検結果表と点検写真を整合させた番号

により点検結果図に記載すること。 

 

15 点検写真の作成方法 

(1) 要是正又は特記すべき箇所を撮影し、定められた様式に整理すること。 

(2) 撮影は定期点検の対象部位等に加え、点検結果及び以下の写真を添付すること。 

ア 現況建物の概要が分かる写真(建物外周 4面及び屋上面) 
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イ 調査の状況が分かる写真(換気風量測定・非常用照度測定) 

ウ 機器の状況が分かる写真(受水槽・高架水槽、熱源機器、自家発電機、受変電設備等) 

※概ね 10枚程度(電気、機械共) 

(3) 点検結果表、点検結果図に対応した番号をつけること。 

(4) ページの体裁は下記のとおりとすること。 

ア 各写真の横に写真番号、調査項目、特記事項(点検内容及び改善策等)を記載するこ 

と。 

イ 写真データはデータ容量を調整してからエクセルファイルに貼り付け、1 ページに

つき 200 ～300KB程度のデータ容量となるように作成すること。 

(5) その他、気がついた点などは多めに写真撮影を行い、電子データ(DVD-R 等)で提出を

行うこと。 

 

 16 安全面で至急対応が必要な事項の報告書の作成方法 

(1) 安全面で「至急対応が必要な事項」として報告を行う箇所は、下記の例及び過去の定

期点検報告書を参考とすること。なお、下記以外にも安全面で至急対応が必要と判断し

た場合は、報告書に記載すること。また、安全面で「至急対応が必要な事項」について

は、速やかに点検結果表の抜粋、状況写真等にて書面で施設管理者に報告を行うこと。 

(2) 人身事故のおそれがある箇所 

ア 壁材や天井材の落下、外灯・引き込み柱の倒壊等、落下物等による人身事故の危険

性がある箇所 

イ てすり・転落防止柵のぐらつき等、転落事故の危険性がある箇所 

ウ 土地の陥没、床面の不陸等、転倒事故の危険性がある箇所 

エ 建築物に附属する組積造の塀又は補強コンクリートプロック造の塀の著しいひび割

れ、破損又は傾斜による倒壊の危険性がある箇所 

オ 火災発生時等に法の求める被害の拡大防止が図れない箇所 

カ 防火戸の不具合 

キ 火災発生時等に法で求める避難確保が図れない箇所 

(ア) 非常用照明の不点灯 

(イ) 防煙垂壁の破損、排煙オペレーターの不作動等、排煙設備の不具合 

 

17 施設管理者への報告 

(1) 各施設管理者に点検結果報告書の内容を説明すること。 

(2) (1)の内容説明は点検後随時行い、令和７年 12月 28日までに終了させること。 

(3) 施設管理者へ内容説明した記録を報告書として提出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 



対象施設 別紙

●12条点検及び外壁診断

建物名称 構造 延面積(㎡) 外壁仕様 竣工年

消防本部
S造

地上５階
2,492.01 R３年３月

守口本署

RC造

地上６階

地下１階

2,637.11 R５年５月

東部出張所
RC造

地上４階
1,218.83 H25年４月

門真本署

RC造

地上３階

(訓練棟８階)

2,603.85 複層塗材E吹替 S56年４月

南部出張所
RC造

地上３階
1,542.05 H30年２月

※12条点検の建築物等（全面打診調査）及び外壁診断にあっては門真本署のみ

　とし、設備にあっては全庁舎対象



※12条点検の建築物等（全面打診調査）及び外壁診断にあっては門真本署のみ

　とし、設備にあっては全庁舎対象


